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平井 新 
 
要旨 
組織的な暴力や人権侵害の過去と向き合い、社会のトラウマを克服して和解を目指す
ための具体的な法的及び政治的メカニズムである移行期正義（Transitional Justice、以下、
TJ とする）は、今日、体制移行と平和移行という従来的な「移行」類型のみならず、
確立した民主体制における植民地や先住民族統治などのポストコロニアルな歴史的不
正義見直しの実践規範としても機能している。本稿では、先行研究の批判的検討を通じ、
学際的に広がるディシプリンのもとでテーマや問題意識ごとに定義理解や理念が異な
ってきた TJ 概念に対する再検討を行い、歴史和解のための普遍的でリベラルな実践規
範の定立を試みた。そこで「不正義の感覚」に関する A・センの議論を補助線に用い、
国境の内外を貫く視点から TJ を再定義し、「移行」の各段階（phase）で、近代国家の
有する二つの歴史的責任：レスポンシビリティとアカウンタビリティの問題として歴史
的不正義を措定し、失われた尊厳の回復を試みる不偏性
、、、
の実践により、はじめて普遍的
に共有可能となる歴史的正義のアプローチであることを指摘した。 
 
キーワード：移行期正義、レスポンシビリティ、アカウンタビリティ、 
 国境を越える不偏性、歴史和解 
 
 
"The past is never dead. It's not even past."?  
－William Faulkner, Requiem for a Nun 
 
はじめに 
移行期正義（Transitional Justice、以下、TJとする）とは、組織的な暴力や人権侵害と
いった過去と向き合い、社会のトラウマを克服して和解を追求する具体的な法的、政治
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的メカニズムを指す概念として、近年、国内外の政策立案者や研究者から注目を浴びて
いるテーマである。たとえば、国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）のレポートには、
TJを「国家が専制統治から民主主義に、或いは武力衝突から平和状態へ移行する際、国
民が持続的な平和と和解に向かって進むため、過去の人権侵害を処理する方法」１と定
義し、「真実委員会、裁判、賠償、制度改革」などが具体的メカニズムとして挙げられ
ている。?
? 現在では、多くの地域および国際機関によって、TJに関する様々な取り組みが広がっ
ている。たとえば、TJの方針を掲げる国連の下部機関（DPA, UNDP, UNHCR, UNICEF
等２）や、1995年にストックホルムを拠点に設置された民主主義・選挙支援国際研究所
(International Institute for Democracy and Electoral Assistance, IDEA３?などによる平和構築
と民主化のプロジェクトに加え、2001年にはニューヨークを拠点とする移行期正義国際
センター（International center of Transitional Justice, ICTJ４）が設立され、The International 
Journal of Transitional Justiceなどのような専門誌も刊行されるなど、TJに関する学際的分
野の構築に向け貢献している。この他にも、様々な国際NGOやNPOネットワークが地
域的、国際的に政策決定者や国家機関などへの提言、正義のアジェンダを掲げる市民社
会での実践的支援活動や、TJの世界的発展に向けた調査、分析、報告を行っている５。?
? ところで、TJにおける「移行」は、上述の定義にあるように、当初、⑴体制移行と⑵
平和移行の２つに大別され、TJ研究においては、前者と後者はそれぞれ「ポスト独裁型」、
「ポスト紛争型」という分類がなされてきた６。歴史的には、権威主義や独裁体制から
の民主化を対象として焦点化していた７ものが、その後、戦争や内戦などを経た社会の
紛争解決と平和構築のコンテクストへ次第に拡大していったのである８。?
? 過去の克服の政治の展開は、??世紀末から??世紀にかけて、国際人権規範の普遍的な
広がりとともに、世界的にいっそう拡大しつつある。むろん、個別の事例では、正義追
及の試みには挫折やバックラッシュ現象も観察され、TJは、必ずしも普遍的かつ単線的
に発展していくわけではないといえよう９。とはいえ、後述するように、民主制と平和
の確立のために旧政権の指導者の責任を不問に付したとされてきたいくつもの事例で
は、民主化移行から数十年を経たのちに過去の見直しが行われ、また確立した民主体制
においても、先住民族統治などの歴史的不正義に対する問い直しが行われている。その
ような政治プロセスに見られる時間的な遡求範囲と空間的な追及範囲の拡大、および追
及対象のアリーナの拡大は、TJの越境１０ともいえる趨勢を示している。?
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? こうした状況を踏まえれば、TJは、組織的な人権侵害を経験したあらゆる体制におい
て、社会がトラウマを克服するうえで向き合うことになる共通の課題であるといえる。
これまでのTJ研究は、法学、政治学、社会学、心理学、国際関係などの学際的に広がる
さまざまなディシプリンでの異なるアプローチでなされてきた。比較的新しい研究テー
マとして膨大な実証研究がなされる一方で、TJという概念それ自体に対する体系的な考
察は、意外にもあまり多くなされてこなかった１１。したがって、それぞれの先行研究
で扱うテーマや問題意識ごとに、概念の定義や理解、理念が異なってきたといえ、分析
枠組みとしての有効性や一貫した理論体系を有する研究分野としての可能性に対し疑
義が提起されていることも否めない１２。しかし、言い換えれば、このことはTJが概念
自体の再検討を要しており、過去の克服に関する法政治過程の分析枠組みとして、さら
なる発展の可能性を示唆しているともいえるだろう。 
? 本稿では、こうした問題意識から、TJ概念の規範的意味の再検討を行う。まず、これ
までのTJの発展史を概観し、世界各地のさまざまな事例における過去の克服の実践規範
として、普遍的に広がってきた諸相を確認する。次に、TJについて、学際的な定性研究
で示された政策評価と、政治的効果に関する定量研究から、TJ政策における総合的アプ
ローチ（holistic approach）の重要性を提示する。そのうえで、TJ概念に対してのこれま
での批判的検討を通じ、TJで追及されるべき正義の内容を政治的権威の正統性の視点か
ら解釈し、歴史的正義にも通底する正義の意義を提示する。続いて、歴史和解のための
より普遍主義的なTJ規範を定立する試みとして、A・センの「正義のアプローチ」１３を
援用し、国境を越える「開放的不偏性
、、、
」（傍点は筆者）１４の視点から「正しうる不正
義を特定する」１５ため、「正義」概念を二つの責任概念：アカウンタビリティ
(Accountability)とレスポンシビリティ(Responsibility)との関係から整理する１６。そのう
えで、TJにおける「移行」を類型としてではなく段
、
階（phase）として捉え直し、従来
の体制移行に限定された視点から、さまざまな事例に一貫した認識枠組みへと転換し、
歴史的正義としてのTJ概念を提示する。最後に、一例として、本稿で示したTJの認識枠
組みから、東アジアにおいて現在まで未解決とされている歴史問題の見取り図を示すこ
とで、正しうる歴史的不正義を比較の視点から措定する普遍主義的な??実践規範の可能
性を展望したい。?
?
?
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1. TJの発展史?
(1) 体制移行の「ポスト独裁型」事例 
いわゆる「ポスト独裁型」と分類されてきた事例は、1980年代のラテンアメリカに端
を発し、その後冷戦の終結によって非共産化した旧ソ連及び東欧地域や、南アフリカの
アパルトヘイト体制の変革など、ハンティントンが「第三の波」と呼んだ民主化の潮流
において、主に権威主義や全体主義などの体制移行にともなう国内問題として処理が進
んできた。こうした事例では、国家の民主化というプロセスにおいて、過去の独裁体制
を担った軍部やメディアなどが社会で引き続き大きな影響力を保持したため、新政権に
よる政治的及び軍事的指導者層に対する訴追は、しばしばクーデターなどの社会の混乱
や不安定化を招くとされ、安定した民主体制確立のために免責/恩赦などといった「不
処罰」という妥協が「和解」の手段とされるなど、「民主制/平和と正義のトレードオ
フ」といわれるような限界を見せていた１７。 
? このため、多くの事例では、裁判による訴追という応報的正義の追及のほかに、人権
侵害の被害者の知る権利保護を目的とした過去の真相の究明のための「真実委員会」の
実施が、TJの普遍的なメカニズムとして採用された１８。真実委員会は、人権裁判と異
なり基本的には「過去の人権侵害行為を不問とし、関係者の処罰権限を持たない」１９も
のであり、比較的に実現が容易なものであった一方、法的に十分な調査権限が与えられ
なかったため、やはり加害者の認定にまで至らない場合もあるなど、真相究明と社会の
和解の達成は、常に困難な課題であった。このように、権威主義体制の民主化にともな
うTJ追及におけるジレンマは、国内的な正義追及のプロセスに、より普遍的な国際法原
則による処理の必要性を予感させるものであった。 
 
(2) 平和移行の「ポスト紛争型」事例 
? 一方で「ポスト紛争型」と分類されてきたのは、主に90年代以降、脱冷戦化を背景に
進んだ民族独立・国家建設にともなう大規模な武力紛争の事例である。こうした事例で
は、旧ユーゴスラビア、ルワンダ、東ティモール、シエラレオネ、カンボジアなどの諸
地域に見られるように、民族対立などによって引き起こされたジェノサイドや大規模な
人権侵害などが国際世論の厳しい批判と懸念、関心を呼ぶ問題となった２０。 
? これらの紛争当事国は、そもそも失敗国家であったり、内戦・戦争が継続していたり
するような混乱状態であるため、地域の平和と安定のために欧米諸国をはじめとする国
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際社会が、国連や国際NGOなどの国際機関を主要なアクターとして、重要な役割を担
ってきた。したがって、こうしたコンテクストでは、TJはある意味で一国家の枠組みを
越えた国際問題として処理される性格を帯びていた。たとえば、上述の旧ユーゴやルワ
ンダでは、国連安保理決議による国際刑事裁判所が設置されたり、東ティモールやシエ
ラレオネ、カンボジアでは現地及び国際社会から選ばれた法律家などから構成されたハ
イブリッド型の特別裁判所が設立されたりするなど、国家元首をはじめとする政治・軍
事的指導者による重大犯罪を裁くためのアドホックな特別法廷も、TJにおける重要なメ
カニズムの一つとなってきた２１。 
? 移行期や紛争後の社会の安定のための民主主義と法の支配の確立、そのためのTJの追
及というアプローチは、国連が一貫してこれを重要な政策課題として位置付け、実際に
その推進役を担ってきたといえる。上述のような特別法廷による過去の人権侵害行為に
対する個人への訴追は、ポスト冷戦期の国際人権規範の高まりの中で、国際社会が国連
を中心に内政不干渉の原則という国家主権の枠を一定の程度まで乗り越え、TJのプロセ
スに積極的に貢献していくことを可能としたことによる。たとえば、アナン国連事務総
長（当時）が2004年に提出した「紛争及び紛争後の社会における法の支配と移行期正義」
と題するレポート２２の中でも、TJのメカニズムによる人権侵害という犯罪行為に対す
る当該地域の「不処罰」(Impunity)状態２３の克服の決意が示され、2010年にも事務総長
指導覚書という形で「移行期正義に対する国連のアプローチ」が発表されている２４。
一方で、国際社会が主導する外圧によって正義追及を「押し付け」ることは、コストが
かかりすぎるばかりでなく、現地社会に根ざす持続的な司法改革には繋がらないという
反省もなされ、国連はあくまで現地の法の支配強化や国民的議論を促すことによって、
各国内部（特に国内の司法制度）の取り組みを支援するべきという「教訓」も強調され
た２５。 
 
(3) TJにおける時間的な遡求範囲及び空間的な追及範囲の拡大 
? 2000年前後には、「民主制/平和と正義のトレードオフ」の典型的な事例とみなされて
きた地域で、体制移行から数十年を経て、過去の克服を追及する政治運動が広がるなか、
裁判や真相究明、記憶の政治メカニズムが起動していった。これらは、アルゼンチンや
チリなどのラテンアメリカ諸国やスペインなどのいわゆる「ポスト独裁型」の事例であ
る。こうした事例では、前述のとおり民主化移行に際してクーデターや混乱を避け、民
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主主義の定着や社会の安定のために、恩赦や免責特権などの法的な手段を通じて旧政権
における人権侵害行為の責任を不問に付していた。しかし、こうした恩赦法が違憲無効
となるなかで、TJ追及における時間的な遡求範囲は拡大していった。たとえば、特にチ
リの事例は、トランスナショナルなTJの可能性を示すメルクマールとして興味深い。73
年にクーデターで政権を掌握して軍事独裁を敷いたピノチェト元大統領は、普遍的管轄
権を有するスペイン司法当局が国際刑事警察機構（ICPO）を通じて逮捕状を発行する
ことによって、スペインとの犯罪人引き渡し条約があるイギリスにおいて、休養中に逮
捕・拘束されたのであり、この後、チリ国内でも免責特権が否定され、本人への訴追と
旧体制下で起こった人権侵害行為への追及の道が開かれた２６。 
 
(4) 先住民族などへの歴史的不正義を是正する「ポストコロニアル型」事例 
? さらに2000年代以降では、体制移行や平和移行などといった従来型の「移行」概念を
枠で捉えきれない、数百年来の歴史的不正義の問題に関しても、現実の政治過程におい
て重要な議題として俎上にのぼり、TJのメカニズムによって処理される事例も現れ始め
る。こうした事例は、カナダやオーストラリア、ニュージーランドなど、かつての入植
者共同体が形成した「遷占者国家（Settler State）」２７における先住民族のいわゆる「ポ
ストコロニアル型」に分類できる問題である。こうした事例では、先住民族の政治・経
済・文化に関する権利の回復・補償と、同化政策などの迫害行為の真相究明、及び国家
による謝罪・賠償などのメカニズムによって、歴史的不正義を是正する動きが見られる。 
? たとえば、カナダでは先住民族に対する同化政策のための19世紀から続いていた「寄
宿舎学校」制度が問題となり、王立先住民族委員会による調査報告及び勧告２８によっ
て、政府の加害行為とそれに対する責任、1998年には虐待被害にあった児童に対してと
いう限定つきながらも、閣僚の初めての謝罪及びカナダ政府と先住民族とは互いに対等
なネーションとネーションの関係にあるとの認識が「和解声明」として示され、以後、
当該問題がカナダ政府と先住民族の間での交渉によって解決されることとなった２９。
度重なる政治的協定を経て、2008年にはハーパー首相（当時）が、先住民族の児童に対
する虐待のみならず「寄宿舎学校」制度そのものが「インディアンを子供時代のうちに
殺すため」の誤った政策であったと謝罪した３０。この謝罪表明で重要なのは、先住民
族の文化・言語などの伝統に与えた打撃とそれが現在まで続く社会問題であることを謝
罪し、これに先立って事件のさらなる真相究明及び記録のために、「真実と和解委員会
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（Truth and Reconciliation Commission）」の設置を発表した。その後、委員会は2015年
に報告書を提出し、先住民族寄宿舎制度が始まった1874年以降、120年以上も続いた同
化政策によって、約15万人もの先住民子弟の差別及び虐待をされ、数千人が死亡した事
実を公表し、「文化的ジェノサイド」と位置付けた３１。2015年に首相に就任したトル
ドー首相は、これを受けて政府を代表して謝罪し、迫害行為についてのさらなる真相究
明を表明している３２。 
? オーストラリアでは、18世紀頃より入植していた白人移民が先住民族の暮らす土地を
「無主地（terra nullius）」として収奪したことに対し、先住民族の伝統的な先住的所有
権「先住権」を認める1992年の最高裁判決（マボ判決）が出されたのち、先住権を保障
するため先住権原法が制定された３３。このほか19世紀から1969年まで続いたとされる
「親子強制隔離政策」に関する司法大臣報告書“Bring them home”（1997年）は、先住民
親子隔離政策が国連ジェノサイド条約で定義されたジェノサイドに相当するとし、国家
による公式謝罪、賠償、記念日制定などを勧告した３４。保守的なハワード政権下では
謝罪も賠償も行われなかったが、その後の労働党への政権交代後の2008年2月13日に、
ラッド首相（当時）が議会で先住民族の「盗まれた世代」（Stolen Generations）に対し、
政府として初めて公式に謝罪し、先住民族に対する謝罪決議も連邦議会において全会一
致で採択された３５。 
? ニュージーランドでは、1840年に先住民マオリ族と英国入植者との間で締結された
「ワイタンギ条約」によって、先住民族の土地権利保護とともに英国王への主権譲渡が
定められたが、現地ではマオリ族と白人入植者との間で条約をめぐる解釈の違いから紛
争があとを経たなかった３６。そこでワイタンギ条約を先住民族の権原の法的根拠とし
て同条約を厳格に履行するために、1975年にワイタンギ審判所が設置され、自らの財産
や土地の処遇に不服のあるマオリ族が申し立てを行えるものし、さらに1985年からワイ
タンギ条約改正法、1993年のマオリ土地法などの法整備によって、先住民族の土地や漁
業権を保障する施作がなされてきた３７。一連の政策を推進したボルジャー首相（当時）
は改革が「実現する新しい「ニュージーランド」、否「アオテアロア(マオリ語で、「白
く長い雲のたなびく地」、ニュージーランドのマオリ語国名)」を表象するものである」
３８と考えていたという。 
? またアルゼンチンやボリビア、コロンビア、エクアドル、メキシコなどの旧スペイン
領ラテンアメリカ諸国でも、先住民族運動の権利に関する運動や法整備が行われている。
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たとえば、ボリビアやエクアドルでは、活発な先住民運動や政党組織が政権を獲得した
り閣僚を輩出したりするなど、国政に大きな影響を与える中、ILO169号条約（先住民
及び種族民条約）を批准（ボリビア91年、エクアドル97年）、またそれぞれ憲法改正（ボ
リビア95年、エクアドル98年）によって、両国は明文規定で「多民族・多文化国家たる
ことを認めさせ、かつ先住民の土地所有形態・慣習法・統治方式を尊重させることに成
功」３９したのである。 
? これらの事例は、いわゆるリベラルデモクラシー体制の国家内部における歴史的不正
義に関するポストコロニアルな歴史的正義の回復の問題である。しかし、こうした先住
民族の権利回復に関するTJ追及によって、先住民族の権利回復は不完全ながらも、政府
による公的な承認のみならず憲法その他の法典の改正という法的アプローチによって
処理されていることに注目する必要がある。すなわち、それらの政治的承認と法制度改
革は、先住民族と遷占者国家を対等の関係とする、もしくは遷占者国家それ自体が先住
民族を含めた多民族・多文化国家として定義し直される、という意味での統治体制の「移
行」があった点が重要な特徴だということである。多くの事例において、先住民族の権
利回復運動が市民社会で広がるなか、先住民族が当該国家のシンボルであると社会的に
考えられるようになったことがその証左であろう４０。 
? さらに、アフリカやカリブ海におけるヨーロッパの奴隷制や、日本のいわゆる従軍慰
安婦問題などの植民地責任は、脱植民地化をめぐる二国間あるいは多国間の国際問題と
しての性格を有したTJの問題と捉えることができるだろう。たとえば永原陽子は、1990
年代以降世界各地で奴隷貿易や奴隷制、植民地主義、先住民問題や人種主義などの過去
に対する責任追及、謝罪と補償の要求が高まり、実際に一定の成果を挙げ成果をあげつ
つある事を指摘している４１。 
? ここで重要なのは、上記のようなポストコロニアルなTJの視角が、脱帝国化した旧宗
主国と独立した旧植民地という国民国家間の支配—被支配関係の克服の問題のみなら
ず、こうした枠組みから抜け落ちてしまう領域国家内部の弱小集団
、、、、、、、、、、、
の視点も含まれると
いうことである。このことは、歴史的不正義の問題は、主に国家の体制移行の問題を中
心にして考えられてきたTJの従来の枠組みよりも、さらに複雑で多層な構造をしている
ことを示唆している。 
? こうしたポストコロニアルな不正義の問題は、第二次大戦後の国際的枠組みにおいて、
冷戦構造や各国内部の政治的な利害関係を背景に意図的に無視されてきた。たとえば、
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第二次大戦直後におけるニュルンベルク/東京裁判における植民地支配に対する清算の
欠如されてきたことは広く指摘されている４２。また、清水昭俊が指摘するように、第
二次大戦後に国連を中心とした国際的な脱植民地化事業における「先住民」という視点
の欠如や、ポストコロニアルな支配—被支配関係の地域における温存が、領域国民国家
内部において現在までコロニアリズムを継続させてきたことも留意すべき重要な点で
ある４３。 
? 以上からわかるように、現在までに観察される多くの事例において、TJの政治プロセ
スは、紆余曲折を経ながらも、時間的な遡求範囲の拡大、空間的な追及範囲の拡大、及
び追及対象のアリーナの拡大といった趨勢として特徴付けることができる。こうした趨
勢は、第二次大戦後の半世紀の間に進んだ国際人権の世界的な広がり＝「正義のカスケ
ード」４４と対応した現象であろう。人権規範の国際化によって、国際社会が協力しつ
つ、単数または複数の共同体の間に存在する過去の不正義の問題に対する不処罰を克服
していこうとする機運とあいまって、TJの追及も必然的に国境を越えて提起される傾向
を帯びつつある。TJは、ポスト独裁型、ポスト紛争型、ポストコロニアル型というよう
に、ナショナルなものからインターナショナルに、さらにはトランスナショナルなパー
スペクティブへと次第に拡大展開しつつある。特に、先住民族などのポストコロニアル
事例は、和解を目的としたTJを追及するうえで、既存の近代的な領域国民国家（ネーシ
ョン＝ステート）の枠組みを絶対の前提とするやり方に一定の限界がある、ということ
を示唆しているといえるだろう。 
 
 
2. TJの先行研究レビュー 
前節で示したように、TJ追及の実践が越境的に発展していく状況とあいまって、TJ
メカニズムの実証的な研究が進んでいく一方で、TJ概念の分析枠組みとしての有効性に
対して、いくつもの研究者から疑義が提起されたり、新たな概念モデルが提示されたり
してきた。本節では、まずこれまで実証的研究で示されてきたTJメカニズムに対する分
析と評価を踏まえたうえで、規範的アプローチにより正義概念に対する批判的検討を行
い、現在のTJ研究における理論的課題を明確化したい。 
 
(1) 学際的なTJ研究 
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? 上述したように、これまでのTJ研究は、比較的新しい研究テーマとして、法学、政治
学、社会学、心理学、国際関係などの学際的に広がるさまざまなディシプリンでの異な
るアプローチで、膨大な実証研究がなされてきた。こうした実証研究は、経験的分析と
して定性研究と定量研究に大別できる。一方でその問題点としては、TJという概念それ
自体に対する規範的考察が十分になされてこなかったため、それぞれのディシプリンに
おけるテーマや問題意識ごとに、概念の定義や理解、理念が異なってきたという点が挙
げられる。またTJに関するいくつかの定性研究は、規範的考察を避けてきた一方で、定
量研究によって得られた知見も十分に活かしてきたとは言い切れず、こうした研究にお
いては、TJという過去の克服の政治現象に対する研究者自身の価値判断が、無意識裡に
表出してきたといえる。 
? たとえば、エルスターは、TJが歴史的には民主体制への移行のみならず、古代アテネ
や19世紀のフランスにおいてもみられた問題であるとして、異なる時代/場所/社会的状
況で起こった様々な事例について、「TJの構造（the structure of Transitional Justice）」を、
アクター(加害者、被害者、受益者、補助者、抵抗者、中立者、推進者、破壊者)、動機
(理性、利益、感情)、方策(立法、行政、司法)、制度(法制度、政治制度)、レヴェル(個
人、法人、国家、国際的な枠組み)といった要素にそれぞれ細かく分類し、歴史的観点
から「実証(positive)」と「解釈(explanatory)」の作業を行なって分析している４５。興味
深いのは、エルスターが前言でわざわざ「規範的考察は二次的な考察の対象ですらない」
４６と断っていることである。エルスターは規範的議論を回避した理由として「TJの現
象における文脈依存性は一般化の障害」４７であると主張している。しかし一方で、別
の記述には、エルスターの規範的立場（?）とも取れる箇所は幾度となく出現する。た
とえば、「東欧旧共産国はファイルを焼却し社会の正常化に向かうべきだった」４８と
述べているほか、移行後の社会における経済社会的混乱状況による補償負担の困難さや、
没収された財産の二重所有・権利の証明や損害額の算出の複雑さ、選挙キャンペーンに
おける当該議題の政治利用などの問題を指摘するなど、TJの政治的効果については否定
的な判断を下しているようにも思われ、エルスターの隠れた価値判断が窺われる４９。
このような規範的な価値判断も因果分析もはっきりと明示しないエルスターの方法に
ついては、たとえば特定の人物をどの「アクター」に認定すべきか、どう評価するのか
といった部分が不明のままの、単なる「分類のカタログ」となってしまい、規範的議論
に対する実証的研究への還元主義に陥っているという厳しい批判もある５０。 
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? J.トーピーは、TJメカニズムの中でも特に賠償(Reparation)に着目し、ホロコースト・
日系人強制収容・奴隷制・アパルトヘイトなど、いわゆるポスト独裁の事例に限らない
範囲で、世界各地の事例比較を行う社会学的な検討を行っている５１。トーピーによれ
ば、20世紀後半から拡大する「賠償政治(Reparation Politics)」とは、「何らかの過去の
不正の補償を行う活動」５２であり「過去の不正行為の清算を要求することで、人間の
将来を改善しようとする活動」５３だという。この「賠償政治」の背景とは何だろうか。
トーピーによれば、社会主義の崩壊と国民国家存続への疑問が提起される時代において、
未来を志向する政治が衰退するなか、ロマン主義的なアイデンティティ・ポリティクス
の進展などに見られる過去への関心
、、、、、、
が、進歩的な政治に対する一種の代用品としての役
割を果たしているという。トーピーは「賠償政治」への問題提起として、「未来への道
は過去の惨事を通して開くという前提」５４に対する懐疑を示し、賠償政治の政治性を
強調する。すなわち、賠償政治における権利の要求は往往にして「一部の限られた利害
関係者だけに奉仕する」５５という党派性があったり、賠償請求運動によってかえって
不正義の起源となった集団間の境界の維持・相違の強化につながる危険性もあったりす
る５６など、「破壊されたものを集めて元に戻す」５７ことの不可能性と、歴史への執着
によるより良い未来の構築の困難さを強調している。 
? このほか、J.リンドは、TJの重要なメカニズムの一つである政府の「謝罪(apology)」
と「悔恨(contrition)」の政治的効果について焦点を当て、歴史問題をめぐる国際的な和
解の理論化を試みた国際関係論研究を行なっている５８。そこでは、歴史記憶と脅威認
識との間に相関関係があるという仮説を、独仏及び日韓の事例比較という方法で検証し
ている。それによると、第二大戦後のいくつもの国家関係が、実質的な「悔恨」を経ず
に和解を達成しており、国家による謝罪の効果は文化や政治的環境によって大きく異な
り、謝罪の効果は限定的な場合があるとしている。比較事例分析から、①加害国の歴史
記憶は被害国の脅威認識の独立変数にはならないものの、謝罪の意が明確でない歴史記
憶は被害国の不信(distrust)を招くこと、②過去の戦争暴力に対する謝罪は、加害国でバ
ックラッシュを引き起こす可能性があることなどの結論を示し、「和解のための謝罪」
という倫理的要請を一定程度相対化し、「悔恨(contrition)」がむしろ国際的な和解の達
成に対して潜在的な危険性を有しているという。 
? 初期の TJ 研究が、法学者や法律実務家たちの実践的経験からの分析によって代表さ
れていた５９のと比べ、これらの最近の研究は、TJ 追及が普遍的に拡大していく状況と
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相まって、次第に歴史学や社会学、国際関係などの学際的な領域まで広がっていること
が特徴といえる。また、これらの定性的な実証分析において、価値判断を回避しながら
も示されている規範的評価
、、、、、
に共通するのは、裁判や真相究明、賠償、謝罪などの TJ メ
カニズムの有効性に対する懐疑である。こうした見方は、前述したように、80 年代末
から 90年代にかけて応報的正義を中心とした国内及び国際的な TJ追及の試みが「民主
制/平和と正義のトレードオフ」という一定の「限界」を迎えていたと思える現象をフ
ォローしてのことだろう。しかし、後述するように、少なくとも体制移行期のポスト独
裁事例に関しては、「民主制/正義のトレードオフ」という認識が一面的であるという
ことは、近年の定量研究によって示されてきた。 
 
(2) 定量的なTJ研究 
? たとえば、シキンクとウォーリングは、ラテンアメリカ地域における裁判と真実委員
会の組み合わせが人権保障に与えるプラスの影響について統計分析を行って検証して
いる６０。それによると 1979年から 2004年まで調査対象 192カ国の移行期国家のうち、
34 カ国は真実委員会方式を採用し、50カ国は、少なくとも一つ以上の人権裁判があっ
た。約 85の新興・移行期国家に限っていえば、約 3分の２以上の国家が TJのメカニズ
ムとして裁判または真実委員会のいずれかを採用し、その半分以上が司法手続の形式に
よっている。また、人権保障の指標として PTS（Political Terror Scale）を使用し、裁判
の実施の有効性の有無を検証したところ、ラテンアメリカにおいて人権裁判を 2年以上
の期間行った 14カ国中の 11カ国が、裁判実施前 5年間と裁判後 10年間の平均値にお
いて、より優れた PTS 値を示していることが明らかになった。さらに、真実委員会と
人権裁判の両者を採用した諸国では、裁判のみを採用したよりも、PTSの平均値がより
改善している。これらの分析は、TJ のメカニズムが人権状況の改善に有効であること
を示している。 
? このほかに、最近ではペインらによるTJの政治的効果に関する定量研究も非常に示
唆的である６１。ペインらは、TJ追及の最終的な目的を民主制と人権保障であるとし、
民主制についてはPolity IV、Freedom Houseを、人権保障についてはPTS(Political Terror 
Scale)、CIRI Human Rights Project(Cingranelli-Richards Human Rights Project)をそれぞれ指
標にして、TJの最も重要なメカニズムである裁判/真実委員会/恩赦の実施が、民主化の
前後で影響を与えるか否かについて検討した６２（表１）。 
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?  
? 表１から明らかなように、TJ メカニズムは必ず裁判及び恩赦の組み合わせの場合に
限って、民主制と人権保障にとってプラスに働くということがわかる。こうした定量研
究の結果を踏まえ、ペインらは移行を①体制崩壊と②交渉された移行の二つのケースに
大別し、前者の場合、すぐに恩赦、裁判、真実委員会などが経済的及び政治的な必要に
応じて組み合わされつつ進行するが、後者の場合、平和的な民主移行のためにまず恩赦
が先に行われ、その後に社会の民主化の進展とともに再度過去の問題が提起される中で
裁判や真実委員会のメカニズムがそれに続くという均衡的な TJ 追及のあり方を示して
いる６３。 
これらの定量研究の成果は、学際的研究で問われてきたようなTJの有効性への疑義と
いうステレオタイプな認識に対する強力な反駁となるかもしれない。今日、ますます多
くの元国家元首や政治指導者に対する人権裁判が行われている「正義のカスケード」
(Justice cascade)という現象は、TJの理論化に新たな視座を提供している６４。このTJのポ
リティクスの普遍的拡大は、真相究明や訴追、謝罪などの「正義」の追及と、民主主義
や平和構築といった「秩序/安定」の追求
、、
を、単純な二者択一とするような理解に替わ
る認識枠組みとして、TJを「平和と正義の相互補強的な過程」６５として、不正義の形
態、移行の類型や、その他の国内的及び国際的な様々な要因を勘案した上で、各メカニ
ズムを組み合わせる「統合論」６６と呼ばれるような総合的アプローチ（holistic approach）
６７が必要とされていることは、たびたび指摘されている。その一方で、TJに関する定
量研究は依然として盛んではなく、またシキンクやペインらの先行研究も、基本的には
Democracy Human Rights
 真実委員会のみ 有意でない 負の影響
 裁判もしくは恩赦 有意でない 有意でない
 真実委員会と裁判 有意でない 有意でない
 真実委員会と恩赦 負の影響(FH) 有意でない
 裁判、真実委員会、恩赦 有意 有意
 裁判および恩赦 有意 有意
表１ TJ メカニズムが民主主義と人権保障に与える政治的効果?
??
??
??
??
??
??
??
??
? ? ［出所］Tricia D. Olsen, Leigh A. Payne, and Andrew G. Reiter, 2010 より筆者作成?
 ?
 ?
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体制移行期のポスト独裁型の事例に焦点を当てたものである。そのため、第1節で述べ
たようなTJの地域的かつイシュー的な普遍化を念頭に置いたうえで「少数の顕著な事例
に関心を集中せず、時期的にも地域的にも視野を拡張」６８し、異なるメカニズムを組
み合わせた総合的アプローチの政治的効果の検証が待たれるところである。しかし、そ
のためには、TJで問われている移行の類型や不正義の形態について、再度、批判的な検
討を行ったうえで、TJ概念自体を定義し直す必要があるだろう。 
 
(3)「体制移行」という限定に対する批判 
? 上述したように、従来のTJ研究の問題点として、「移行」概念それ自体への十分な整
理・検討が行われて来なかったことは理論化の妨げになってきた６９。しかし、先行研
究において従来の概念に対する批判的検討が全く存在しなかったわけではない。従来の
TJ概念に対する批判は、分析概念としての有効性に対する疑義を呈する「懐疑派」と、
さまざまな事例に共通するTJ概念を精緻に理論化していこうとする「推進派」との間で
繰り広げられてきた。しかし「懐疑派」であれ「推進派」であれ、いずれの立場からも
「体制移行」という特定の時期に限定するスコープに対しては、さまざまな批判が加え
られてきた。たとえば、「体制移行」に限定することは、すなわち民主化移行に一定の
終結点を設けることを前提とするが、過去の克服を進める上で一体どこまでを「移行期」
として設定すべきなのか、また「体制移行」と「平和構築」という異なる移行タイプを
どこまで同様のスキームで処理可能なのか、そしてラテンアメリカの民主化を起源とし
た政治理論を世界のその他の地域の移行期国家にどこまで適用可能なのかなどといっ
た批判である７０。 
? こうした批判のなかで、最も多く見られるものとして、当初は国家の「体制移行」に
おける司法の役割に限定したTJという概念が、社会の格差や不平等の根本原因として、
制度的/構造的な不正義を探求する視点を欠いてきた、というものである。たとえばマ
ニは、TJは往往にして紛争の結果を司法的正義によってどう解決するかという問題を焦
点化してきたが、紛争後の社会に生きる人々の現実の環境におけるさまざまな欠乏状況
に目を向ければ、紛争後の社会は司法的正義、修復的正義、分配的正義という三つの要
素が相互に連関しつつ考慮されてはじめて正義が達成されるのであり、衝突の原因とな
った分配的正義の問題に目を向けるべきだとする７１。またラプラントは、国家暴力や
レイシズム、経済的搾取や貧困などからくる社会的排除が内戦を招いたとするグァテマ
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ラやペルーの真実委員会の最終報告書を例に挙げながら、紛争後の社会における真実委
員会は、衝突の原因として社会経済的要因を考慮し、経済的、社会的、文化的権利まで
を扱うべきだとする７２。 
? また、貧困や劣悪な衛生状態、教育や雇用における不平等などを招いている制度的な
問題について、従来のTJアプローチが的確に答えきれていなかったという指摘もある
７３。社会/経済/文化面における長期的な構造/制度的問題認識からは、TJのフレームワー
クが脱植民地化の諸問題を捉えきれなかったという問題である。たとえば、東ティモー
ルにおける人権侵害は、インドネシアによって侵攻される以前のポルトガルによる植民
地統治とそれにともなう土地収奪が、その後の社会構造に直接的に影響を与えてきた
７４。また冷戦下の反共スハルト政権による圧政を容認した西側諸国という国際的な要
因は、その後の東ティモール独立後のTJの達成の頓挫にまで、大きな影を落とし続けて
いると指摘されている７５。このほかにも、植民地支配の制度的構造が米ソ冷戦によっ
て引き継がれる中でアフリカにおける独裁体制が伸長されたこと、大国が武器の輸出に
よる軍事衝突に寄与してきたことも関連する重要な指摘であろう７６。これらの問題は、
TJの追及実践及び研究の主要な関心対象ではなかったものの、リベリアや東ティモール
などの真実委員会における報告書の中で、衝突の重要な遠因として言及されてもいる
７７。国際的要因の分析と追及は、脱植民地化とTJの政治が重層的に進行する地域を考
察する上で留意すべき点だろう。 
? こうしたポストコロニアルなパースペクティブからは、上記のような過去の植民地統
治などの影響のほかに、先住民族の直面する今日的な課題についても、従来のTJが捉え
きれなかったことを反省し、現実政治において彼らの権利回復プロセスが進展するのと
あいまって、これをTJの問題として捉えていくべきことが指摘されている７８。たとえ
ば、呉豪人は、台湾の先住民族は近代国民国家・日本によって植民地統治を受けて以来、
現在に至るまで被害者であり続けており、先住民族の復権こそ台湾におけるTJの課題で
あるという７９。逆に、国連中心の特定のプロジェト（西側のリベラルデモクラシー体
制による「民主化」と「法の支配」のシステム及び価値観の輸出のため）という国際的
なTJのあり方そのものに再考が必要であり、そうしたスコープによる国際的な介入が、
現地社会における先住民族の権利回復と脱植民地化にとってかえってマイナスとなる
という批判もある８０。 
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(4) 正義概念の転換としてのTJ 
? 「移行」概念に対する上記のような批判と新たな概念的アプローチが提起されている
のに対して、こうした概念の広がりをTJの理論化にとって好ましくないとみる研究者も
存在する。すなわち、「非移行型」８１といった類型の仕方に対して、「移行のないTJ」
というのは一つの体系的な理論として成立しないのではないかという疑義である８２。
こうした理論的対立は、暴力の過去の克服を行う上で、いわゆる「体制移行」にまつわ
る人権侵害など旧政権の犯した不正義と、植民地統治や先住民族などのコロニアリズム
が引き起こした歴史的不正義の問題を、どの程度まで区分して分析・処理をすべきか、
という問題をめぐる認識の違いと言い換えることができるかもしれない。 
? 第１節で述べた発展史からもわかるように、暴力の過去を克服する上で、それぞれの
追及対象や解決方法が、移行の類型や歴史的背景の違いによって異なってくるというの
は確かだろう。しかし、人権に普遍性があるとすれば、人権を侵害する組織的な暴力と
いう不正義それ自体は、体制や歴史的背景の違いによって、TJという同一のスコープに
より比較することが不可能なまでに本質的に異なる、とはたしていえるのだろうか。 
? こうした観点からは、TJにおける正義そのものが示している含意は、そもそも、いっ
たい何であるのかという問題が重要となってくる。 
? たとえば、バームールらは、TJという分析概念が、移行期の特殊性を強調するあまり、
確立された民主体制における一般的な正義との共通性の認識を欠いてきた、と指摘する
８３。たしかに、確立された民主体制においても、法・政治制度改革や重要な法改正に
よって、国家の法体系が根本的に変革することは十分に想定し得る８４。バームールら
は、アメリカを例に、南北戦争後の憲法修正、1876年や2000年などの論争的な大統領選
後の政権交代、新たな憲法上の権利の承認に対する司法判断、社会規範や租税システム、
コモン・ロー上の権原の変化なども、遡及的措置や人事改革、補償などのメカニズムを
もたらし得るという。通常の立法行為や司法判断であっても、「非移行期」の法体系に
対して革新的な変化をもたらす場合があり、その影響は「体制移行期」におけるものと
程度の差こそあれ、根本的な違いはないといえる８５。たしかに、従来のTJのコンテク
ストでは、東欧の非共産化に見られたように、旧一党支配体制における政党資産の国有
化や、「脱走者」を射殺した東ドイツの国境警備兵の裁判の際に採られた旧体制下の命
令服従に対する遡及的処罰などの諸策が、私有財産権や平等原則、事後法の禁止や法の
不遡及など、リベラルな近代法原則に反する「過去の克服におけるジレンマ」とされる。
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しかし、たとえば、通常の司法においても、内閣による憲法解釈の変更や同性婚の承認、
死刑制度の廃止、税制の大幅な改正なども、法の継続性が一定程度の挑戦を受けること
となる。また、通常の司法が、従来のTJにおける議論が想定するほど「中立」的でもな
く、具体的な政治力学や世論動向を考慮し、そこから一定の影響を受けていることは広
く指摘されている８６。立法行為と司法判断によって体現される法規範は、国民生活に
おける法的安定性及び予測可能性と具体的妥当性の間で、弁証法的なダイナミズムのな
かで「転換＝移行」している。 
 
(5) 歴史的正義と体制移行期の正義に通底する観点 
? こうした議論の観点からは、「移行」を体制の類型とみなすというよりも、やはり問
われている正義概念の転換とみなす視点が重要だといえよう。そこで、狭義の体制移行
における旧体制による不正義の問題と、リベラルデモクラシー体制における歴史的不正
義の問題をつなげて理解する視点も再検討されている。たとえばウィンターは、確立さ
れた民主主義体制における過去の克服の政治も、体制移行における場合と同様に、制度
的・規範的な共通性を有しており、TJの分析に組み込むべきだという８７。つまり、体
制移行期の社会であれ、民主体制をとる社会であれ、「歴史的正義の問題（たとえば奴
隷制、先住民問題）などは未解決であり、正義の問題は常に移行過程にあるという意味
では、TJの問題は、あらゆる社会が直面している問題」８８だということだろう。 
? たとえば、先住民族に対する歴史的不正義の是正を台湾におけるTJの重要課題と主張
する呉豪人が指摘するように、ある社会が独裁体制からの民主化移行の際に、TJの追及
が徹底されなかった場合、民主体制への移行が形式的に完了したとしても、過去の暴力
を招いた統治集団が新体制に順応する形で残存することで、権威主義統治時代のイデオ
ロギーが社会的に再び影響力を拡大するというバックラッシュ＝Transitional Injustice
「移行する不正義」という現象が起こり得る８９。 
? つまり体制移行の場合であれ、先住民族の権利回復の問題であれ、ここで問われてい
る正義とは、国家権力や社会の多数派による少数者に対する暴力を可能にするあらゆる
抑圧的なシステム、権威主義的なイデオロギーそれ自体に対する「不正義の感覚」９０で
はないだろうか。上述したように、アマルティア・センは『正義のアイディア』におい
て、正義論と民主主義の実践を結びつける視点を示しながら、日々の生活において我々
が不平等や服従について明らかな不正義に対する強い感覚を有していることに注目し、
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公正な制度の確立を目指す従来の正義論よりも「正しうる不正義を特定すること」の実
践的意義を強調する９１。こうした不正義の感覚から現実の政治を是正していこうとす
る運動としての TJは、リベラリズムの政治理論から説明することが可能になるだろう。
たとえばグレイフによれば、TJの究極的目標は、社会の和解と民主体制の進化であり、
人権保障、民主的な参加、経済成長と分配、承認と法の支配といったメカニズムは、リ
ベラルな政治理論によって説明可能であるという９２。また先述のウィンターは、国家
権力の正統性/正当性という視点から、TJ を理論化するという興味深い試みを行なって
いる９３。それによると国家による（過去のもしくは現在まで継続する）加害行為は、
現政権の政治的な正統性に対する毀損作用を有しており、TJ は政治的権威が正統性/正
当性の回復/獲得するための方策であるという。 
? ウィンターは政治的権威の重要な要素として、合理的選好、個人の権利保障、自律、
承認という４つの要素を挙げ、加害行為による政府の正統性/正当性の毀損作用と TJ政
策による政府の対応を説明する９４。 
? それによると、ある政治秩序は、市民の生活の質の向上を図ることを通じて、市民の
「合理的選好」によって支持を受けて正統性を得る。不正義の遺産と市民社会の慣習的
機能不全によって、社会・経済が停滞する状況において、TJ の諸政策は、腐敗した公
職者の追放、不処罰の終結、官僚制度改革などを通じて、社会の経済的統合と成長を促
すのである。次に、政治秩序は、個人が国家や他者から侵害を再び受けることのないよ
う、生存権、財産権、デュープロセスなどの最低限の「権利保障」を通じて正統性を獲
得するため、TJ はしばしば市民の権利尊重と両輪の輪となる。たとえば、生存者の権
利を重視する修復的正義の諸策は、被害者への経済的補償や知る権利の保障につながる。
また、新政権は「勝者の裁き」という誹りを免れるため、さまざまな経済社会的要因か
ら困難であるとみなされるような場合であっても、デュープロセスを重視する９５。デ
ュープロセスの保障を通じて、国家権力の恣意的行使や私的な加害行為の再発を防ぐの
である。 
? また、政治秩序が正統性を有する上で、必要条件となるもう一つの要素は、「自律
（self-governance）」である。市民が政府の統治を通じて、公共生活に平等に参加し、
意義のある役割を担うことが、効果的な民主主義を実践する上で重要であるが、この意
味で TJの諸策は民主化そのもののプロセスである９６。市民として、人権団体や選挙委
員会などの活動に参加することを通じ、市民社会の意義のある役割を担うことで、平等
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なメンバーシップを享受できるようになる。 
? そして政治秩序は、法の支配を通じて成員の適切な「承認」を体現するときに、正統
性を有するといえる。社会的に抑圧されてきた生存者らは、真実委員会などの修復的正
義のメカニズムを通じて、政府に適切な是正策を要求する権利を享有する体制内の自由
な主体として、社会的に承認されるのである９７。 
? こうした正統性の理論からの TJ解釈は、TJと歴史的正義を統合する理論モデルとし
て有益であるように思われる。いかなる体制であれ、支配の正統性なしの統治は成立し
えないのであり、そのことは以下の２つの事柄を含意している。①政治権力による加害
行為は政治的権威の正統性を一定程度毀損する、②現政権は過去の不正義の問題に対し
て一定の責任を負うことによって、自らの権威の正統性と統治の正当性を回復すること
ができる。つまり TJ とは、政権が正統性を維持するうえで向き合うべき過去の不正義
に対する「責任」の問題といえるのではないだろうか。 
? 次節では、リベラルな歴史的正義としての TJ が有する諸問題を踏まえたうえで、歴
史和解のためのより普遍主義的な規範モデルの提示を試みる。歴史的正義としての TJ
を、責任の二つの概念：レスポンシビリティ(Responsibility)とアカウンタビリティ
(Accountability)との関係から再度整理したうえで、「移行」を類型としてではなく、段
、
階
、
（phase）として捉え直し、異なる体制のさまざまな形態の暴力の過去がもたらす社
会的トラウマの克服を目指す、歴史和解のための統合的な TJ 規範モデルの可能性を検
討する。 
 
 
3. 歴史的正義としての TJ概念 
? 前節における先行研究の批判的検討を通じて明らかとなった TJ の理論的課題として、
さまざまな形式の暴力の過去に通底する問題である社会的トラウマの克服と和解のた
めの統合的な規範モデルの提示が挙げられるだろう。そのために本節では、歴史的正義
としての TJ概念の提示を試みたい。 
 
(1) 歴史和解のための普遍主義的な TJのリベラルな規範 
? たとえば台湾の政治学者である呉叡人は、移行期正義を「民主化という国内政治にフ
ォーカス」をあてた「近代国民国家の暴力」を扱う「特別なそしてより新しい歴史的正
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義の一形態」と定義している９８。TJ をさまざまな「移行」に通底する歴史的正義とし
て理解する視点は、TJ が有する本質的な問題を示唆している。すなわち、TJ は通常と
異なる特殊な正義なのか、それとも普遍的な正義の一形態なのかという問題である。こ
のような視点から考えれば、体制移行期の正義の問題と、民主体制における歴史的正義
の問題は、従来のように異なるコンテクストで理解するのは妥当とは言い難い。この点、
権威主義体制からの民主化移行の問題を論じたタイテルが、体制移行期の歴史的正義
、、、、、、、、、、、
の
諸問題を論じているのは参考になる９９。タイテルの指摘するように、抑圧的な過去に
対する集団的な歴史物語の形成は、新たな民主的秩序の不可欠な基盤であるものの、リ
ベラルな歴史記述そのものが持つ解釈のジレンマが存在する。「真実」と「歴史」を同
一視する啓蒙的歴史理解が、過去から導かれる単一で明白かつ決定的な理解と教訓を要
求するのに対し、リベラル化しつつある移行期の歴史記述は、政治的及び社会的な偶発
性に依拠しており、時代による読み替えの可能性を示唆している。そうだとすれば、移
行期の歴史的正義を一時の政治的なものではないとする根拠はどこに存在するだろう
か。すなわち、移行期に解釈的転換を経た歴史理解は、時の経過を耐えうる普遍性を有
しているのか、過去の国家の抑圧的な遺産に関するあらゆる固定された理解を確立する
ことは可能だろうか、という問題である。しかし、そもそも、特定の歴史観にもとづい
て過去を固定しようとする衝動からのアイデンティティの定着という試みそれ自体が、
リベラルなヴィジョンではないのである１００。 
? TJ を一時的な政治的産物にせず、過去の不正義の問題を、被害者によるルサンチマ
ンやアイデンティティ・ポリティクスにおける単なる政治動員の道具に陥らせないため
には、歴史和解のためのより普遍主義的でリベラルな規範の検討が重要となる。先述し
た A・センは、正義にかなった完全な制度を求める従来の正義論ではなく、政治参加の
機会及び表現と報道の自由を保障することによって可能となる、公共の討議を通じての
「相対的な重要性についての双方向の公共的推論（理由づけ）」により、「正しうる不
正義を特定」することで明白な不正義をできる限り取り除くという現実的な「正義のア
プローチ」を主張している。 
? 歴史和解のためのより普遍主義的でリベラルな TJ 規範において、民主主義の実践と
正義論を結びつけるセンの「正義のアプローチ」は非常に示唆的である。センが、正義
と不正義を比較考量する「公共的推論」１０１において国境を越える不偏性
、、、
＝「開放的不
、
偏性
、、
」（「法の正義を解釈するときに、近くにいる人だけでなく、遠くの人々の声も取
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り入れる」１０２という視点）の重要性を強調する理由の一つは、グローバル化した世界
における人々の活動とその影響が必ずしも特定の国家や国民という立場だけで成立す
るわけではないからだろう。歴史和解のためのより普遍主義的でリベラルな TJ 規範を
定立するうえでも、「正しうる不正義を特定する」ことと、その際「国境を越える不偏
、、
性
、
」の視点は欠かすことができない。何故ならば、ほとんどあらゆる歴史的不正義は特
定の国家権力によって行われたという事実がある一方で、特定の国民や民族という枠組
みで以って被害者と加害者を分別することは不可能だからである。国家や民族によって
被害者と加害者をラベリングすることは、歴史的責任に関するステレオタイプなミスリ
ーディングでしかない。 
? それでは、歴史和解のためのより普遍主義的でリベラルな歴史的正義としての TJは、
「正しうる不正義」をどのように特定するのだろうか。歴史的不正義の認識と類型化は、
歴史的責任の概念から検討することができるだろう。 
 
(2) 二つの「責任」概念 
? TJが「近代国民国家の暴力」を扱う「特別なそしてより新しい歴史的正義の一形態」
１０３であるならば、近代国民国家が統治の正統性を獲得するためには、レスポンシビリ
ティ(Responsibility)とアカウンタビリティ(Accountability)という二つの「責任」を引き受
けなければならない。 
 
①TJで問われる歴史的責任＝レスポンシビリティ（Responsibility）の問題 
? 歴史的責任は、これまでレスポンシビリティ（Responsibility）の問題として議論され
てきた。戦後の社会が向き合うべきレスポンシビリティ（Responsibility）を論じた K・
ヤースパースは、ある国民が自ら直接加担していない行為についても責任を問われる場
合があることを示すため、責任概念を四つに分類し、罪と責任を分離して「集団的罪（民
族の罪）」概念を否定する一方で、「集団的責任」を提示している１０４。それによると、
４つの責任概念はそれぞれ、刑事的責任、政治的責任、道徳的責任、形而上的責任とし
て分類でき、前二者は制度的に問われるが、後二者は純粋に個人的かつ神学的な概念で
あるという。この場合でも、刑事責任はあくまでも犯罪者個人に帰する責任であり、い
わゆる集団的責任は、あくまでも政治的責任のレヴェルで問われる賠償責任を想定した
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ものである１０５。 
? ヤースパースの上記の責任論は、対外的な戦争責任（特にナチズムによるジェノサイ
ド）を想定したものであるが、抑圧的体制による暴力は往往にして体制の外部に対する
のと同様に内部へも異物排除と同調の圧力を加える過程で行使されるのであり、その際
の政治指導者の刑事責任及び統治上の政治責任、コラボレーターやオポジションとして
の市民の責任など、国家権力の行動から生じる結果に対して、すべての国民が一定の責
任を問われるという意味では、権威主義体制からの民主化移行で問われる TJ のレスポ
ンシビリティ（Responsibility）の問題にそのまま適用することができる。 
? 一方で、植民地支配に関する責任の問題は、これまで実践的にも学術的にも戦争責任
と分けて論じられてきた。上述したように、TJ 追及の法的な起源ともされるニュルン
ベルク/東京裁判がそもそも基本的には植民地主義を不問に付したものであり、それが
戦後の国際秩序の基礎とされてきたことは、植民地主義が今日まで継続していることを
示すシンボリックな事実である。エメ・セゼールは、『植民地主義論』において、「そ
れまでアルジェリアのアラブ人、インドの苦力、アフリカのニグロにしか使われていな
かった植民地主義的やり方をヨーロッパに適用したこと」１０６こそが、欧米社会がナチ
ズムに適用した「人道に対する罪」概念の本質であるという。エメ・セゼールがここで
鋭く告発しているのは、もし植民地主義やそれと不可分の奴隷制の歴史的責任を「人道
に対する罪」と同一の基準で追及しないとすれば、ナチズムの犯罪性はいわば「白人に
対する罪、白人に対する辱め」１０７によるものでしかないという点である。 
? こうした植民地責任を、上述の戦争責任論と区別して強調する視点としては、永原陽
子が「植民地責任」概念を提唱している１０８。それによれば、狭義の植民地支配体制下
の事象に限る「植民地支配責任」と区別し、奴隷制や植民地支配の長期の影響に対する
責任も含めた概念として「植民地責任」が提起される。「「罪」として成立しようとし
まいと、問われるべき「責任」はあり、償われるべき人々がいる」１０９という視点が強
調される。第 1節で確認したような遷占者国家における国内的
、、、
な先住民族による権利の
回復の主張は、いわゆる狭義の植民地体制の問題として捉えきれない TJの問題であり、
この意味でまさに永原の主張する「植民地責任」の問題といえる。以上より、戦争責任
及び権威主義体制の統治責任、植民地責任の問題は、従来の TJ の各類型に対して以下
のように対応するといえるだろう（表２）。 
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②TJ で問われる歴史的責任＝アカウンタビリティ(Accountability)の問題 
? いかなる体制であれ、支配の正統性なくして統治は成立しえないのであり、政治権力
による加害行為が政治的権威の正統性を一定程度毀損するのであれば、現政治権力は過
去の不正義の問題に対して一定の責任＝アカウンタビリティ(Accountability)を負うこと
となる。TJ はこのコンテクストにおいて、政治権力が自らの権威の正統性と統治の正
当性を回復するための具体的なメカニズムである。 
? アカウンタビリティ(Accountability)に関する最新の研究では、「A は、B に対してそ
の過去または将来の活動について説明をする義務があるとき、B に対してアカウンタビ
リティを有する。加えて、B はポジティブまたはネガティブな制裁を A に対して課す
ることもできる」関係を、アカウンタビリティが存在すると定義している１１０。ここで
アカウンタビリティを課せられる主体を政府、課する主体を市民とすると、TJ は、国
家と社会及びそこに生きる市民が、過去及び現在まで継続する不正義を克服するうえで、
「民主主義の質を高め、ひいては民主政府に正統性を付与するという意味」１１１におい
て、重要な政治的メカニズムと捉え直すことができる。こうした政治的アカウンタビリ
ティには、有権者を主体とする「選挙アカウンタビリティ」、国家内機関（国家機構）
を主体とする「水平的アカウンタビリティ」、非政府組織（NGO）とマスメディアや
社会運動を主体とする「社会アカウンタビリティ」、外国政府や国際機関及び NGO な
どを主体とする「国際的アカウンタビリティ」の 4 つのアリーナを考えることができる
という１１２。 
? TJ で問われる責任をこうしたアカウンタビリティの問題として捉え直すことは、あ
る体制における過去の克服の政治過程の分析に非常に有用である。歴史的不正義を追及
 移行の類型  責任の類型
 ポスト紛争　　　（戦争状態→平和）  戦争責任
 ポスト独裁　　　（権威主義→民主化）  統治責任
 ポストコロニアル（植民地状態→脱植民地化）  植民地責任
   表２? TJ における歴史的責任の類型? ? ? ? ［出所］筆者作成?
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する政治は、選挙による民意の創出、社会運動による政治権力に対する監督、権力機構
内部の抑制と均衡、国際社会からの国境を越えた要求などが相互に影響を与え合いなが
ら進展するものである。こうした各アクターの相互作用を通じて過去の不正義の真相究
明、責任の明確化と謝罪、被害者への経済的補償や知る権利の保障、記憶/記念による
国家権力の恣意的行使の再発防止、こうしたプロセスを通じた被害及び被害者の社会的
な承認によって、不正義の遺産と市民社会の機能不全が改善される。つまり TJ のアカ
ウンタビリティ改革は、正しうる不正義を特定するための、「認知（acknowledgement）
と承認（recognition）の正義」１１３といえる。さらに、歴史的不正義はしばしば越境的
に行使される以上、狭義の体制移行に限定された国内政治のみの視点から説明しきれな
いような TJ の諸問題を把握するための、統合的な規範モデルとしても、アカウンタビ
リティ（accountability）の問題は重要となるだろう。 
 
(3) 政治的状態の「相転移」（phase transition）＝段階的な「移行」 
? TJ 追及における「国境を越える不偏性
、、、
」を理解する上で、「移行」の概念を再度検
討する必要がある。たとえば、前述した歴史的正義としての TJ を提唱している呉叡人
は、TJ について国内的な次元と国際的な次元を結ぶ視点を提起する理由として、「あ
らゆる人権侵害が、人間の本質と国家の暴力的本質に共通する起源を持つということが
明らかになる」ことを挙げつつ、TJ が国際的な次元で展開される場合について次のよ
うに分類している１１４。 
①? その国そのものが、地政学的なプロセスを通じて、またはそれに押されて、形成さ
れた場合（東西ドイツ、南北朝鮮、台湾）、 
②? その国で暴力を行使したレジームが、外的な諸権力によって立てられた、もしくは
それによって支持されていた場合（ヨーロッパ全土における新ナチス政権、中欧・
東欧における親ソ政権、チリのピノチェト政権、韓国と台湾における親米政権）、 
③? 外的な権力が、市民に対する暴力の行使に直接関与した場合（ヨーロッパにおける
ナチ、ハンガリー、チェコ・スロバキアにおけるソ連、朝鮮半島とチリにおけるア
メリカ） 
（出所：呉叡人「〈声〉なき民を救い、過去を償う」『ワセダアジアレビュー』No.15） 
 
? TJ を国内的次元と国内的次元をつなげて理解する視点は、呉が指摘する倫理的要請
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であると同時に、非常に重要な実践的要請でもある。近代国民国家が「国民形成、国家
形成、拡張・征服戦争（帝国主義）や植民地支配の過程で行使」した暴力は、国際政治
の諸過程に深く影響を受けてきたため、必然的に国際的な起源を有するといえる１１５。
換言すれば、一民族/一言語/一国家を前提とする近代の領域国民国家という存在自体が、
その生成と拡大の過程で、次第に画定されていく「国境」の内部と外部において、不断
に越境的な暴力の起源となってきた。したがって近代国民国家の暴力を扱う TJ は、に
もかかわらず、必ずしも近代的領域国家体制の内部において、解決し得る問題ばかりと
は限らないことになる。 
? こうした問題意識を踏まえ、歴史的正義としての TJ概念の再定義のために、「移行」
について、これまでさまざまな事例を類型化し区別していた視点から、政治的段階
、、
（phase）の変化という連続的な視点で捉え直すことで、第 1 節で概観したさまざまな
事例における、国内的及び国際的 TJに一貫した認識枠組みを提示したい（図 1）。 
自然科学では、ある系（system）の相（phase）が別の相へ移行することを、「相転移」
（phase transition）という。たとえば、熱力学においては、ある物質に熱や圧力を加え
たり減らしたりすることで、物質が持つエネルギー量が増減することで、物質の状態が
気体から液体や固体へ、あるいはその逆に相を変化させることを指す。この相転移とい
う概念を、TJ における「移行」概念に当てはめてみる。政治体制を一種の系（system）
とし、外圧と体制内の政権や民衆による、個人の自由と尊厳を求める（もしくは抑圧す
る）エネルギーの増減で、政治的状態の相（phase）が変化していく過程とみなせば、
これまで別々に類型化されてきた「移行」概念を連続的に捉え直せないだろうか。 
たとえば、ある社会が植民地状態から独立する際に、そのまま武力紛争を経ずに平和
裡に、民主体制に移行する場合もあれば、独立戦争を経て独裁体制に移行し、そこから
民主主義へと体制移行する場合もある。また、移行に失敗して紛争状態や独裁体制に逆
戻りする場合もあるし、そうした移行の相＝段階（phase）に伴い、TJ 追及の試みが進
展したり、バックラッシュ現象が出現したりする。 
? そうした段階的な移行において、体制内部の先住民族や奴隷制に起因する人種問題な
どの諸課題は、往往にして内部植民地主義（Internal colonialism）の問題として継続して
いる。それは、さながら分厚い氷層が、上から熱を加えられ表面的に液体へと相転移を
始めながら、すぐに熱が届かず、しかも強い圧力を加えられた状態の深層では、依然と
して凍ったままであるのと同じである。 
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さらに、こうした先住民族の脱植民地化は、本来的にドメスティック・レヴェルの問
題というより、その性質上、インターナショナルなレヴェルの問題として処理されなけ
ればならないことも重要な点であろう。第 1節で確認したように、欧米の遷占者国家で
は、実際にそのような枠組みで TJ の実践が進んでいる。この点もまた上述の例えを続
ければ、さながら転移点（沸点や融点）の異なる物質が重層的に堆積した状態に似てい
るといえるかもしれない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
たとえば、旧スペイン領ラテンアメリカは、スペインから独立して以降、いわゆる第
三の波による体制の民主化までに数百年を経ながら、その時々の政治的な移行フェーズ
において異なる TJ の問題が問われてきた。第三の波による１９８０年代末の体制民主
化のフェーズでは、権威主義体制の統治責任の不正義が問われ、民主体制が定着して以
降のポストコロニアルのフェーズでは、先住民族の権利回復の TJが問われている。 
? このように、TJ は異なる移行のフェーズにおいて、過去のさまざまな不正義に対す
る歴史的責任について、近代国民国家が有するレスポンシビリティとアカウンタビリテ
ィの問題として、国内的及び国際的に追及されるものであるということができるだろう
（図 2）。 
 
 
おわりに—東アジアにおけるTJの可能性 
? 最後に、一例として、本稿で示した TJ の認識枠組みから、東アジアにおいて現在ま
図１. 政治的フェーズ「移行」の概念図?
?
?
?
?
?
?
?
［出所］筆者作成 
図２. 歴史的正義としての TJ概念の構造?
?
 
〔出所〕筆者作成?
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で未解決とされている歴史問題の見取り図を示すことで、正しうる歴史的不正義を不偏
、、
的な
、、
比較の視点から特定する普遍主義的な TJ 実践の可能性を展望したい。なぜ東アジ
アが問題となるのか。近現代の東アジアでは、植民地統治、侵略戦争、内戦と冷戦及び
権威主義統治といった様々な形態の歴史的不正義が時間的に連続し、折り重なって存在
してきた。このため東アジア地域における歴史問題は、エスノセントリズムやナショナ
リズムとあいまって、しばしば国内的にまた国際的に深刻な対立を引き起こす火種とし
て現在まで残存し続けている。このことを TJ 研究の文脈に即して言い換えれば、ポス
ト紛争、ポスト独裁、ポストコロニアルといった異なるタイプに分類されてきた諸問題
が、東アジアでは重層的/複合的に堆積し、相互に連関しているといえ、同地域におけ
る TJ 追及の試みは、国民国家の体制移行という狭義の枠組みだけでは捉えきれない構
造となっている（表３）。 
 
? たとえば、韓国と台湾の場合、日本による植民地支配からの解放後、第二次大戦後の
内戦と東西冷戦の環境の中で成立した分裂国家における権威主義体制を経たのちに、民
主化が脱冷戦化とあいまって漸次的に進行したため、この過程で日本の植民地支配と戦
後の権威主義支配からの「二重の脱植民地化１１６」を行うことで、はじめて自律的な脱
植民地化の主体形成のモメントが生まれた。いわば、①植民地体制からの解放、②内戦
/紛争からの平和構築、③権威主義体制からの民主化、という三つのフェーズにおける
TJ が、民主化移行によってようやく本格起動したのである。さらに台湾は、漢族移民
による入植者共同体というレヴェルでは、カナダやオーストラリアと同様の遷占者国家
として、先住民族との権利回復という意味での脱植民地化の問題も含み、いっそう重層
 紛争→平和
コロニアル
 →自治/独立
日 本 に よ る
植民地支配
先 住 民 族
統治問題
日本による
植民地支配
アイヌ /沖 縄
琉球諸問題
台 /韓植民地統治
に関する諸問題
国内 国際 国内 国際 国内 国際
（［出所］筆者作成）
 独裁→民主
 表３　　　　　　　　　　東アジアにおける複合的なTJの諸相　概念図
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的な TJ構造となっている。 
? また、帝国憲法下からの民主化移行を経た日本も、TJの諸問題を抱えている１１７。明
治維新以降、日本では、近代的な国民国家建設と対外戦争による領土的拡大＝植民地獲
得・支配がほとんど同時並行的に行われたため、内地における権威主義的統治、対外的
な植民地支配及び戦争遂行が、相互に関連しあって密接かつ連続的に成立していたので
あり、異なる形態の歴史的不正義がまた重層的に残存している。ポスト独裁のレヴェル
では、国内的には戦前の明治憲法体制における政治的反対者に対する一連の政治的抑圧
（大逆事件や治安維持法による市民への弾圧）の問題が、国際的には大戦期の戦争犯罪
が挙げられるし、ポストコロニアルのレヴェルでは、国内的にはアイヌや沖縄の先住民
族に対する問題、対外的には朝鮮半島及び台湾への植民地支配に関する諸問題といった
ように多岐にわたる１１８。 
? たとえば、日本が抱える国際的なポストコロニアルのレヴェルの TJ、台湾の脱植民
地化について考えてみる。上記した台湾における TJ の三つのフェーズは、日本の脱帝
国化の側から見た場合には、どういった事象に対応しているのか。この問題に関連して、
若林正丈は、日本の脱帝国化の諸相を、①植民地帝国の政治軍事的解体、②新興国家と
の外交関係樹立、③植民地支配の負の遺産の克服問題の噴出、という三つのフェーズと
して理論的に整理している１１９。若林の提起する日本の脱帝国化の三つのフェーズは、
上述した台湾における TJの三つのフェーズ（①植民地体制からの解放、②内戦/紛争か
らの平和構築、③権威主義体制からの民主化）にそのまま対応した問題であるといえよ
う。また、こうした構造は、韓国もまた基本的に同様であろう。日本との関係において
重要なのは、これら旧植民地が民主化移行の開始にともなってようやく起動した TJ の
処理によって、日本側の脱帝国化における③のフェーズはまだ未完であるということが
より顕在化した点である。 
? 旧体制の政治的エリート層によって主導されたこれらの多重連続的な歴史的不正義
は、日本を「植民地支配にたいする責任と侵略戦争にたいする責任を果たすことを重ね
て考えざるを得ない、まれな国」１２０としているが、にもかかわらず、日本ではこれま
でほとんど実質的な TJ 追及が進展してこなかった。その理由として、第二次大戦の敗
戦による植民地帝国の崩壊が、対内的な意味での民主化と対外的な意味での脱植民地
化：脱帝国化を、同時にかつ他律的にもたらしたことで、自律的な TJ 追及のモメント
を逸したから、ということができるかもしれない。また、60年代の安保闘争を前後に、
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日本で戦後初めて自律的な民主化の機運が全国的に高まったものの、その後の高度経済
成長による大衆消費社会の急速な発達は、私生活圏と公共圏の区分を溶解し、私的利害
が無制限に公共圏に流入する状況においてあらゆる物事の商業化が進む一方、行政権や
マスメディアといった政治経済システムの技術的及び組織的な集中の度合いの高まり、
いわばシステムによる生活世界の植民地化が進んだことで、ユルゲン・ハーバーマスが
かつて指摘した「公共圏の再封建化」１２１とも言うべき事態を招いたことも、日本にお
ける TJ追及の試みが流産した
、、、、
重要な契機といえよう。 
? さらに現代では、ソ連崩壊を経て 90 年代以降に進展したアメリカ主導の新自由主義
にもとづくグローバリズムの展開が、一方で国境を越えるヒト•モノ•カネの流れの活発
化や多国籍資本などの非国家アクターの影響力をいっそう強め、他方では従来の領域国
民国家システムの影響力を弱めながら、人間疎外につながる生活世界の構造的破壊をい
っそう推し進めている。たとえば、巨大な多国籍資本による大規模開発が、地域の環境
破壊や貧富の格差の拡大を招くなか、層の厚い中産階級を中心とする市民社会を基盤に
した政治的公共圏の働きはさらに弱体化しているといえる。こうした事態は、行き過ぎ
たグローバリゼーションの結果として、近代的な領域国民国家・デモクラシー・資本主
義の三者並立という常識が大きく動揺していると言い換えることもできよう。これは現
代文明の社会システムそれ自身が抱える問題であり、今日、多くの国家で TJ 追及の試
みやデモクラシーそれ自身がバックラッシュを起こしている遠因と考えられる。逆に、
この事態に際し、グローバリゼーションの別の一面である情報技術革新、いわゆる携帯
電話やインターネット、SNSなどの新たなコミュニケーション・ツールの発達が、どの
程度、政治的公共圏の再活性化に影響力を及ぼし、代議制デモクラシーに象徴される政
治経済システムの制度疲労にどこまで有効な対応が取れるかが、今後の TJ 追及の政治
におけるポイントでもある。 
? たとえば、2014 年から 16 年にかけて、東アジアの４つの地域（台湾、香港、日本、
韓国）で（各々の具体的争点は異なるものの、究極的には）「自由・民主主義・法の支
配」を訴えて若者を中心とした幅広い市民層が立ち上がった社会運動の気勢の高まりと、
同時期に、欧米において極右排外主義が政治の表舞台に台頭したことは、決して偶然で
はなく、互いに対照的な政治的結果の表出ではあったものの、まさにグローバリゼーシ
ョンの結果として現れた既存のシステムの制度疲労に対する生活世界の側からの反応
だったといえるだろう。 
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? ところで、こうした多層的な構造を有しながら、これまで東アジア地域における過去
の克服のローカルな取り組みは、TJ の世界的な潮流の中にあって、当該分野の研究者
らにとって比較可能な対象として十分に認識されてきたとは言い難い。したがって、東
アジアを対象とした TJ 研究を行うことは、それ自体がいわば新たな問題の「発見」で
もあり、既存の分析枠組みに囚われない学際的かつ国際的な視点から捉えなおすことで、
地域社会/国際社会における歴史的不正義の克服と和解に向けて必要不可欠な視座を提
供することに繋がるだろう。 
? 本稿では、これまでのTJ概念に対する批判的分析を行い、歴史和解のためのより普遍
主義的なTJ規範のあり方を検討してきた。まず、第1節において、これまでのTJの発展
史を概観し、世界各地のさまざまな事例で、ポスト独裁、ポスト紛争、ポストコロニア
ルというようにイシューのアリーナを拡大しながら過去の克服の実践規範として普遍
的に広がってきた諸相を確認した。次に、第2節にて、学際的な定性研究で示された政
策評価とTJの政治的効果に関する定量研究から、TJ政策において従来の「正義か平和か」
といった二者択一的な認識枠組みに替わる総合的アプローチ（holistic approach）の重要
性を提示したうえで、先行研究で示されたTJ概念に対する批判的検討を通して、TJ概念
を政治的権威の正統性の視点から解釈し直し、TJと歴史的正義に通底する意義を提示し
た。続いて、第3節では、歴史和解のためのより普遍主義的なTJ規範定立の試みとして、
A・センの「正義のアプローチ」を援用し、国境を越える不偏性
、、、
の視点から「正しうる
不正義を特定する」ため、「正義」概念を二つの責任概念：アカウンタビリティ
(Accountability)とレスポンシビリティ(Responsibility)との関係から整理したうえで、TJ
における「移行」を類型としてではなく、政治的状態の相＝段階
、、
（phase）として捉え
直し、従来の体制移行に限定された視点から、さまざまな事例に一貫した認識枠組みへ
と転換し、歴史的正義としてのTJ概念を提示した。 
? 一般的な正義の構想は、アリストテレスに由来するとされる「等しいものを等しく、
等しくないものを等しくなく扱う」という命題に見られるように、公平と公正を含意し
ている。本稿で検討してきた歴史和解のための普遍主義的でリベラルな規範としての
TJ も、そうした公平・公正という正義概念と本質的に異なるものではない。それは、
国境の内外を貫く視点から歴史的不正義を措定し、失われた尊厳の回復を試みるという
不偏性
、、、
の実践として、はじめて普遍的に共有可能となる正義のアプローチである。 
? しかし、近代国民国家の手になる歴史記述が、ほとんど御多分に洩れず「勝者の歴史」
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でなければならないように、現実政治のパワ ・ーゲームの中で展開される TJの追及も、
往往にして、一時的な政治的産物に堕しかねない危険性を孕んでいるだろう。歴史的正
義としての TJ が、普遍主義的な和解の規範たり得る条件は何だろうか。ヴァルター・
ベンヤミンの「歴史哲学テーゼ」は、この問題に一定の回答を与えているように思われ
る１２２。今日のナショナルな歴史記述において、そのときどきの支配者への感情移入と
その勝利の凱旋行列に加わるようにと我々を誘う進歩という名の強風
、、、、、、、、、
が吹き荒れるな
か、我々がこれに抗い、そうした歴史の連続を打ち砕く
、、、、、、、、、、
ためには、ただ過去の 破 局
カタストローフ
のみを見つめ、抑圧された者たちの伝統と歴史の闇の中に消えている敗者たちを、「今、
ここ」における危機の瞬間にひらめくような想起として捉え直すことが重要となる１２３。
「破壊されたものを寄せ集めて繋ぎ合わせ」ようとする、あの「歴史の天使」の眼差し
こそ、現在を照らす一筋の光明をもたらすのである１２４。 
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